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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 4,215,603 △8.7 △6,201 ― △93,171 ― △296,646 ―
20年3月期 4,617,153 △0.8 156,765 124.0 112,240 586.6 22,681 148.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △146.64 ― △36.0 △2.8 △0.1
20年3月期 11.06 10.64 2.2 3.1 3.4

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △12,647百万円 20年3月期  1,003百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 3,075,378 785,565 20.9 317.11
20年3月期 3,526,795 1,185,521 28.5 495.96

（参考） 自己資本   21年3月期  641,654百万円 20年3月期  1,004,221百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 27,359 △173,167 102,155 317,271
20年3月期 192,302 △135,760 △100,704 374,838

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 16,208 72.3 1.6
21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
22年3月期 

（予想） ― 0.00 ― 4.00 4.00 81.0

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,650,000 △22.5 △40,000 ― △62,000 ― △50,000 ― △24.71

通期 3,730,000 △11.5 100,000 ― 60,000 ― 10,000 ― 4.94
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

詳細につきましては37ページ及び38ページ記載の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」および「表示方法の変更」をご参照下
さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数につきましては56ページ及び57ページ記載の「1株当たり情報」をご参照下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 2,029,732,635株 20年3月期 2,029,732,635株
② 期末自己株式数 21年3月期  6,286,642株 20年3月期  4,946,798株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 2,241,447 △4.7 △1,205 ― △21,591 ― △474,761 ―
20年3月期 2,352,622 6.4 48,369 283.9 53,222 675.9 △9,133 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △234.44 ―
20年3月期 △4.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 2,009,701 421,220 21.0 208.03
20年3月期 2,399,404 938,326 39.1 463.14

（参考） 自己資本 21年3月期  421,165百万円 20年3月期  938,270百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の最終ペ
ージをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 2,020,000 △9.9 33,000 ― 35,000 ― 20,000 ― 9.88
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(5)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 該当事項はありません。 

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結財務諸表は、子会社334社を連結

したものです。 

連結財務諸表は、子会社328社を連結

したものです。 

  （主な連結子会社） 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱、 

ＮＥＣコーポレーション・オブ・アメ

リカ社、 

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱、 

ＮＥＣヨーロッパ社、 

日電（中国）有限公司、 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱、 

ＮＥＣトーキン㈱、 

ＮＥＣインフロンティア㈱、 

ＮＥＣフィールディング㈱、 

日本アビオニクス㈱、 

ＮＥＣモバイリング㈱ 

（主な連結子会社） 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱、 

ＮＥＣコーポレーション・オブ・アメ

リカ社、 

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱、 

ＮＥＣヨーロッパ社、 

日電（中国）有限公司、 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱、 

ＮＥＣトーキン㈱、 

ＮＥＣインフロンティア㈱、 

ＮＥＣフィールディング㈱、 

日本アビオニクス㈱、 

ＮＥＣモバイリング㈱ 

      

  当連結会計年度の連結範囲の異動は、

増加17社、減少25社で、主な増減は次

のとおりです。 

当連結会計年度の連結範囲の異動は、

増加16社、減少22社で、主な増減は次

のとおりです。 

      

  （取得・設立等により連結子会社とし

た会社）  17社 

ＮＥＣスフィア・コミュニケーション

ズ社、 

ＮＥＣプレオマート㈱ 

他 

（取得・設立等により連結子会社とし

た会社）  16社 

 ㈱ニチワ、 

 ＮＥＣネットワーク・エンジニアリン

グ・ヨーロッパ社、 

㈱オーシーシー、 

ネットクラッカー・テクノロジー社 

他 

      

  （清算・売却等により、減少した会

社）   15社 

秋田日本電気㈱、 

鹿児島日本電気㈱、 

NT販売㈱、 

アビームテック㈱ 

他 

（清算・売却等により、減少した会

社）   12社 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

  （合併により減少した会社） 10社 （合併により減少した会社） 10社 

  （旧） （新） 

㈱アビームシステ

ムエンジニアリン

グ 
アビームコンサル

ティング㈱ 
アビームコンサル

ティング㈱ 

ＮＥＣポスタルテ

クノレクス㈱ 
ＮＥＣコントロー

ルシステム㈱ 
日本電気ロボット

エンジニアリング

㈱ 

ＮＥＣビューテク

ノロジー㈱ ＮＥＣディスプレ

イソリューション

ズ㈱ 
ＮＥＣディスプレ

イソリューション

ズ㈱ 

ＮＥＣトーキンイ

ンターナショナル

社 
ＮＥＣトーキンア

メリカ社 
トーキンマグネテ

ィクス社 

ＮＥＣトーキンア

メリカ社 

ＮＥＣテレネット

ワークス㈱ ＮＥＣネッツエス

アイ㈱ ＮＥＣネッツエス

アイ㈱ 

ＮＥＣハイ・パフ

ォーマンス・コン

ピューティング・

ヨーロッパ社 
ＮＥＣドイチュラ

ント社 

ＮＥＣドイチュラ

ント社 

ＮＥＣバイタルス

タフ㈱ ＮＥＣプロサポー

ト㈱ ＮＥＣプロサポー

ト㈱ 

ＮＥＣビジネス・

コーディネーショ

ン・センター（シ

ンガポール）社 ＮＥＣアジア社 

ＮＥＣソリューシ

ョンズ・アジア・

パシフィック社 

ＮＥＣキャピタル

社 ＮＥＣファイナン

シャルサービス社 ＮＥＣファイナン

シャルサービス社 

（旧） （新） 

福井日本電気㈱ 
ＮＥＣセミコンダ

クターズ関西㈱ 
関西日本電気㈱ 

ＮＥＣセミコンパ

ッケージ・ソリュ

ーションズ㈱ 
ＮＥＣセミコンダ

クターズ九州・山

口㈱ 
山口日本電気㈱ 

九州日本電気㈱ 

ＮＥＣソリューシ

ョンズ・ブラジル

社 

ＮＥＣブラジル社 
テルセル・ド・ブ

ラジル社 

ＮＥＣ・ド・ブラ

ジル社  

㈱ＮＥＣトーキン

ロジスティクス ＮＥＣロジスティ

クス㈱ ＮＥＣロジスティ

クス㈱ 

ＮＥＣプレオマー

ト㈱ 

ＮＥＣパーチェシ

ングサービス㈱ 

ＮＥＣオープンプ

ロキュアメント㈱ 

日本電気ファクト

リエンジニアリン

グ㈱ 

㈱ＮＥＣデザイン 
ＮＥＣデザイン＆

プロモーション㈱ 

ＮＥＣメディアプ

ロダクツ㈱ 

ＮＥＣファイバー

オプテック社 ＮＥＣコーポレー

ション・オブ・ア

メリカ社 
ＮＥＣコーポレー

ション・オブ・ア

メリカ社 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 ①持分法適用の非連結子会社数 

…該当事項はありません。 

①持分法適用の非連結子会社数 

 …同左 

      

  ②関連会社に対する投資につきまして

は、持分法を適用しており、適用会社

数は66社です。 

②関連会社に対する投資につきまして

は、持分法を適用しており、適用会社

数は63社です。 

      

  （主な持分法適用会社） 

ソニーＮＥＣオプティアーク㈱、 

日本コンピューター・システム㈱、 

アラクサラネットワークス㈱、 

キーウェアソリューションズ㈱、 

アドコアテック㈱、 

日本電気硝子㈱、 

ＮＥＣリース㈱、 

日本航空電子工業㈱、 

アンリツ㈱、 

㈱トッパンＮＥＣサーキットソリュー

ションズ、 

㈱ホンダエレシス、 

㈱シンシア、 

ＮＥＣ SCHOTT コンポーネンツ㈱、 

上海広電ＮＥＣ液晶顕示器有限公司、 

㈱南東京ケーブルテレビ、 

  オートモーティブエナジーサプライ㈱ 

（主な持分法適用会社） 

日本コンピューター・システム㈱、 

アラクサラネットワークス㈱、 

キーウェアソリューションズ㈱、 

アドコアテック㈱、 

日本電気硝子㈱、 

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱、 

日本航空電子工業㈱、 

アンリツ㈱、 

㈱トッパンＮＥＣサーキットソリュー

ションズ、 

㈱ホンダエレシス、 

㈱シンシア、 

ＮＥＣ SCHOTT コンポーネンツ㈱、 

上海広電ＮＥＣ液晶顕示器有限公司、 

㈱南東京ケーブルテレビ、 

  オートモーティブエナジーサプライ㈱ 

      

  当連結会計年度の持分法適用会社の異

動は、増加がオートモーティブエナジ

ーサプライ㈱、NT販売㈱の計２社、減

少が㈱オーセンティック、㈱プレオマ

ート、イメーション㈱、他１社の計４

社です。 

当連結会計年度の持分法適用会社の異

動は、増加が漢普管理諮詢（中国）有

限公司、㈱セブンインターネットラ

ボ、他１社の計３社、減少がソニーＮ

ＥＣオプティアーク㈱、他５社の計６

社です。 

      

  ③持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社 

…該当事項はありません。 

③持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社 

 …同左 

      

  ④日本電子計算機㈱の発行済株式総数

の20％以上を所有していますが、同社

は情報処理産業振興のため、国産電子

計算機製造会社等６社の共同出資によ

り運営されている特殊な会社として関

連会社から除外しています。 

④同左 

３ 連結子会社の事業年度等 以下の会社を除き、３月決算です。 以下の会社を除き、３月決算です。 

    に関する事項 ＮＥＣ・ド・ブラジル社、 

ＮＥＣソリューションズ・ブラジル

社、 

首鋼日電電子有限公司、 

ＮＥＣアルヘンチーナ社、 

ＮＥＣチリ社、 

ＮＥＣフィリップス・ユニファイド・

ソリューションズ社 

他40社 

上記の会社は主に12月決算であり、連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使

用しています。なお、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っています。 

ＮＥＣブラジル社、 

首鋼日電電子有限公司、 

ＮＥＣアルヘンチーナ社、 

ＮＥＣチリ社 

他28社 

上記の会社は主に12月決算であり、連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使

用しています。なお、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っています。 

 

日本電気㈱ (6701) 平成21年3月期決算短信

31



項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 連結子会社が採用する会計処理基準と

当社が使用する会計処理基準とは、お

おむね同一です。ただし、海外の連結

子会社が採用する会計処理基準の一部

は、各国の会計処理基準に準拠してい

ます。 

───────── 

(1）重要な資産の評価基準およ

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

…同左 

  ・時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

…同左 

  ・投資事業有限責任組合等への出資 

…入手可能な直近の決算書に基づき

持分相当額を純額で取り込む方法

によっています。 

・投資事業有限責任組合等への出資 

…同左 

  ② デリバティブ 

…時価法 

② デリバティブ 

…同左 

  ③ たな卸資産 

評価基準は以下の評価方法に基づく低

価法を採用しています。 

  

  
評価方法 

製品 

注文生産品 

…主に個別法 

③ たな卸資産 

評価基準は以下の評価方法に基づく原

価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しています。 

 評価方法 

商品及び製品 

注文生産品 

…主に個別法 

  標準量産品 

…主に先入先出法 

標準量産品 

…主に先入先出法 

  仕掛品 

注文生産品 

…主に個別法 

仕掛品 

注文生産品 

…主に個別法 

  標準量産品 

…主に総平均法 

標準量産品 

…主に総平均法 

  半製品、原材料その他 

…主に先入先出法 

原材料及び貯蔵品 

…主に先入先出法 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用しています。 

主な耐用年数は次のとおりです。 

建物及び構築物    ７～60年 

機械及び装置、 

工具、器具及び備品   ２～22年 

なお、リース資産については、リース

期間にわたって定率法により償却して

います。 

（会計方針の変更） 

一部の国内連結子会社では、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してい

ます。これによる、営業利益、経常利

益および税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微です。 

（追加情報） 

当社および一部の国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しています。 

この結果、従来の方法に比べ、営業利

益、経常利益および税金等調整前当期

純利益がそれぞれ2,530百万円減少し

ています。なお、セグメント情報に与

える影響額は、当該箇所に記載してい

ます。 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用しています。 

主な耐用年数は次のとおりです。 

建物及び構築物    ７～60年 

機械及び装置、 

工具、器具及び備品   ２～22年 

なお、リース資産については、リース

期間にわたって主として定率法により

償却しています。 

（追加情報） 

当社および国内連結子会社は、平成20

年度の法人税法改正に伴い、当連結会

計年度より、有形固定資産の耐用年数

を変更しています。この変更に伴う損

益への影響は軽微です。 

  

  ② 無形固定資産……定額法 

なお、市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売数量または見込販

売収益に基づく償却方法(主として見

込有効期間３年以内）を採用し、自社

利用目的のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間(最長

５年)に基づく定額法を採用していま

す。 

② 無形固定資産……同左 

  

  ③ 投資その他の資産 

長期前払費用は、定額法または販売実

績等に基づいた償却を行っています。 

③ 投資その他の資産 

同左 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しています。 

  

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 役員賞与引当金 

当社および当社の国内連結子会社は役

員賞与の支出に備えるため、当連結会

計年度における支給見込額を計上して

います。 

  

② 役員賞与引当金 

一部の国内連結子会社は役員賞与の支

出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額を計上しています。 

  ③ 製品保証引当金 

当社および当社の連結子会社は、製品

販売後または受託開発プログラム引渡

後の無償修理費用の支出に備えるため

売上高等に対する過去の実績率および

個別に追加原価の発生可能性を基礎と

した見積額を計上しています。 

  

③ 製品保証引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金または前払年金費

用 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を退職給付引当金または

前払年金費用として計上しています。

会計基準変更時差異は、主として15年

による按分額を費用処理しています。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として13年）による定額法により

費用処理しています。数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として

13年）による定額法により翌連結会計

年度から費用処理しています。 

  

④ 退職給付引当金または前払年金費

用 

同左 

  ⑤ 電子計算機買戻損失引当金 

電子計算機の買戻時の損失の補てんに

充てるため、過去の実績に基づいて算

出した買戻損失発生見込額を計上して

います。 

⑤ 電子計算機買戻損失引当金 

同左 
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

  ⑥ リサイクル費用引当金 

国内連結子会社において、PCリサイク

ル制度に基づき、販売した家庭用パソ

コン回収時のリサイクル費用の支出に

備えるため、出荷台数と回収率を基に

当該発生見積額を計上しています。 

なお、連結会計年度ごとに、JEITA

（㈳電子情報技術産業協会）の報告書

および当社の連結子会社の回収再資源

化実績等を用いて、引当にかかる係数

を毎期見直ししていることから、過年

度の修正分を特別利益に計上していま

す。 

⑥ リサイクル費用引当金 

国内連結子会社において、PCリサイク

ル制度に基づき、販売した家庭用パソ

コン回収時のリサイクル費用の支出に

備えるため、出荷台数と回収率を基に

当該発生見積額を計上しています。 

なお、連結会計年度ごとに、JEITA

（㈳電子情報技術産業協会）の報告書

および当社の連結子会社の回収再資源

化実績等を用いて、引当にかかる係数

を毎期見直ししていることから、過年

度分の修正が発生した場合には、特別

利益に計上しています。 

  
  ───────── 

  

  

⑦ 事業構造改善引当金 

事業構造改革に伴い発生する費用およ

び損失に備えるため、その発生見込額

を計上しています。 

  
  ───────── 

  

  

⑧ 偶発損失引当金 

訴訟や係争案件等の将来発生する可能

性のある偶発損失に備えるため、偶発

事象ごとに個別のリスクを検討し、合

理的に算定した損失見込額を計上して

います。 

  
  ───────── 

  

  

⑨ 債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証に係る損失に備

えるため、被保証者の財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上していま

す。 

      

(4）重要な外貨建の資産または

負債の本邦通貨への換算の

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しています。

なお、在外子会社等の資産および負債

は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含めていま

す。 

同左 

      

(5）重要なリース取引の処理方

法 

借手側となるファイナンス・リース取

引については、通常の売買取引に準じ

た会計処理によっています。 

───────  
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項目 

前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

(6）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

金利リスクをヘッジするデリバティブ

取引につき、繰延ヘッジ処理を適用し

ています。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…金利スワップ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

…社債および借入金 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

当社および当社の連結子会社の内部規

程である「リスク管理規程」に基づ

き、相場変動を相殺、またはキャッシ

ュ・フローを固定する目的で、デリバ

ティブ取引を利用しています。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段

の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計とを比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

(7）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜方式を採用しています。 

① 消費税等の処理方法 

同左 

  ② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しています。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

      

５ 連結子会社の資産および負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、部分時価評価法を採用して

います。 

同左 

      

６ のれんおよび負ののれんの

償却に関する事項 

のれんについては、20年以内の効果が

及ぶ期間で均等償却しています。 

主なものは次のとおりです。 

ＮＥＣソフト㈱        20年 

ＮＥＣシステムテクノロジー㈱ 20年 

ＮＥＣインフロンティア㈱   15年 

アビームコンサルティング㈱  10年 

のれんについては、20年以内の効果が 

及ぶ期間で均等償却しています。 

主なものは次のとおりです。 

ＮＥＣソフト㈱        20年 

ＮＥＣシステムテクノロジー㈱ 20年 

ＮＥＣインフロンティア㈱   15年 

アビームコンサルティング㈱  10年 

ネットクラッカー・テクノロジー社 

               ７年 

７ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に満期日の到

来する短期投資からなります。 

同左 
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(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計処理基準に関する事項 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

───────  

  

  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱いの適用） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必

要な修正を行っています。この変更に伴う損益への影響

は軽微です。 

  

───────  

  

  

（たな卸資産の評価基準および評価方法） 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用

されたことに伴い、たな卸資産の評価基準を低価法から

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）に変更しています。この変更に伴

う損益への影響はありません。 

  

───────  

  

  

（固定資産の減価償却の方法） 

当社および国内連結子会社は、当連結会計年度より、主

にアウトソーシングなどの定期的な収入を得る事業に供

している有形固定資産の減価償却の方法を、定率法から

定額法に変更しています。この変更は、当該事業の重要

性が高まったことから、関連する収入と減価償却費の対

応をより明確にするために行ったものです。この変更に

伴う損益への影響は軽微です。 
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(8)表示方法の変更 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 ―――――――― 

  

  

 

  

  

  

 （連結貸借対照表） 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

8月7日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されて

いたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しています。な

お、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれている

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ194,528百万円、181,785百万円、81,180百万円

です。 

―――――――― 

  

  

  

  

  

 （連結貸借対照表）  

「偶発損失引当金」は、前連結会計年度まで流動負債の

「未払費用」および固定負債の「その他」に含めて表示

していましたが、当連結会計年度において重要性が増し

たため、区分掲記しています。なお、前連結会計年度の

流動負債の「未払費用」および固定負債の「その他」に

含まれている「偶発損失引当金」はそれぞれ11,858百万

円、18,409百万円です。 

 （連結貸借対照表） 

前連結会計年度において「現金及び預金」に含めて表示

しておりました譲渡性預金は、「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号 最終改正 平

成19年７月４日）において有価証券として取り扱うこと

とされたため、当連結会計年度より「有価証券」として

表示しています。 

なお、譲渡性預金の残高は、当連結会計年度末は83,400

百万円、前連結会計年度末は70,000百万円です。 

―――――――― 

  

 

  

  

 

  

  

―――――――― （連結損益計算書） 

前連結会計年度で区分掲記した営業外費用の「和解金及

び損害賠償金」は、当連結会計年度において、営業外費

用合計の100分の10以下であるため、営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しています。 

なお、当連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れている「和解金及び損害賠償金」は、3,270百万円で

す。 

―――――――― （連結損益計算書） 

「偶発損失引当金繰入額」は、前連結会計年度まで営業

外費用の「その他」に含めて表示していましたが、当連

結会計年度において営業外費用合計の100分の10を超え

たため、区分掲記しています。なお、前連結会計年度の

営業外費用の「その他」に含まれている「偶発損失引当

金繰入額」は2,155百万円です。 
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(9)連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

   （金額単位 百万円）

摘要 
前連結会計年度
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

※１.有形固定資産の減価償却

累計額 1,791,098 1,771,769 

      

※２.担保資産および担保付債

務 

    

担保資産残高 建物及び構築物 2,673

機械及び装置 117

土地 5,812

その他 39

計 8,641

建物及び構築物 1,767

機械及び装置 831

土地 10,071

その他 394

計 13,063

      

担保付債務残高 短期借入金 1,878

長期借入金 1,690

その他 139

計 3,707

短期借入金 2,052

長期借入金 1,999

その他 182

計 4,233

      

※３.非連結子会社および関連

会社に係る注記 

関係会社株式のうち、共同支配企業に

対する投資額         3,082 

関係会社株式のうち、共同支配企業に

対する投資額         4,640  

      

４.偶発債務     

銀行借入金等に対する債

務保証 

上海広電ＮＥＣ液晶顕示器有

限公司 16,638

従業員 10,735

ソニーＮＥＣオプティアーク

㈱ 
3,552

NT販売㈱ 1,510

その他 501

計 32,936

従業員 8,842

NT販売㈱ 1,230

その他 179

計 10,251

      

オペレーティング・リー

ス残価保証 

三井住友ファイナンス＆リー

ス㈱ 19,502

東銀リース㈱ 3,810

興銀リース㈱ 1,348

その他 390

計 25,050

三井住友ファイナンス＆リー

ス㈱ 19,963

東銀リース㈱ 3,684

興銀リース㈱ 995

その他 386

計 25,028
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   （金額単位 百万円）

摘要 
前連結会計年度
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

その他 当社の連結子会社であるＮＥＣエレク

トロニクス・アメリカ社は、米国DRAM

業界における独占禁止法（反トラスト

法）違反行為による損害賠償を求める

DRAM製品の直接購入者からの複数の民

事訴訟（集団訴訟）について和解しま

したが、集団訴訟から離脱した一部の

直接購入者について係争中または和解

交渉中です。また、同社は、独占禁止

法違反行為による損害賠償を求める 

DRAM製品の間接購入者（DRAM製品を含

む製品の購入者）からの複数の民事訴

訟（集団訴訟）および米国の複数の州

の司法長官による訴訟の被告となって

います。ＮＥＣグループは、欧州にお

いても、DRAM業界における競争法違反

の可能性に関し欧州委員会が行ってい

る調査に協力し、情報提供を行ってお

ります。これらの民事訴訟および和解

交渉については、現時点で結論は出て

いませんが、米国での民事訴訟および

和解交渉に関し今後発生する可能性の

ある損失の見積額を計上しています。

また、欧州委員会の調査の結果ＮＥＣ

グループに違法な行為があったと判断

された場合、欧州委員会は課徴金を賦

課する可能性があります。  

当社の連結子会社であるＮＥＣエレク

トロニクス・アメリカ社は、米国DRAM

業界における独占禁止法（反トラスト

法）違反行為による損害賠償を求める

DRAM製品の直接購入者からの複数の民

事訴訟（集団訴訟）について和解しま

したが、集団訴訟から離脱した一部の

直接購入者について係争中または和解

交渉中です。また、同社は、独占禁止

法違反行為による損害賠償を求める 

DRAM製品の間接購入者（DRAM製品を含

む製品の購入者）からの複数の民事訴

訟（集団訴訟）および米国の複数の州

の司法長官による訴訟の被告となって

います。ＮＥＣグループは、欧州にお

いても、DRAM業界における競争法違反

の可能性に関し欧州委員会が行ってい

る調査に協力し、情報提供を行ってい

ます。欧州委員会の調査の結果ＮＥＣ

グループに違法な行為があったと判断

された場合、欧州委員会は課徴金を賦

課する可能性があります。これらにつ

いては、現時点で結論は出ていません

が、今後発生する可能性のある損失の

見積額を計上しています。 

※５.受取手形割引高 680 314 
  
※６.受取手形裏書譲渡高 30 ― 
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（連結損益計算書関係） 

   （金額単位 百万円）

摘要 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※１.関係会社株式売却益 主としてイメーション㈱およびNT販売

㈱の株式売却によるものです。  

主としてソニーＮＥＣオプティアーク

㈱およびパイロット・ゲートウェイ社

の株式売却によるものです。  

      

※２.固定資産売却益 土地および福利厚生施設の売却による

ものです。  

土地等の売却によるものです。 

  

      

※３.事業譲渡益 主としてエレクトロンデバイス事業お

よびヨーロッパにおけるIT/NWソリュ

ーション事業に係る事業整理に伴う資

産処分等による利益です。  

 ───────── 

      

※４.貸倒引当金戻入額  破産債権・更生債権等を売却したこと

などによる貸倒引当金戻入に伴うもの

です。  

 ───────── 

      

※５.持分変動利益 主として上海広電ＮＥＣ液晶顕示器有

限公司の第三者割当増資によるもので

す。  

 ───────── 

      

※６.事業構造改善費用 主としてエレクトロンデバイス事業の

従業員の早期退職等に伴う費用および

資産処分等に伴う費用、ならびにヨー

ロッパにおけるIT/NWソリューション

事業の従業員の解雇等に伴う費用で

す。 

主としてエレクトロンデバイス事業の

従業員の早期退職等に伴う費用および

資産処分等に伴う費用、ならびに海外

におけるモバイル/パーソナルソリュ

ーション事業の従業員の解雇等に伴う

費用です。 

      

※７.投資有価証券評価損 主として投資有価証券の減損によるも

のです。 

 同左 
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   （金額単位 百万円）

摘要 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※８.減損損失 (1)減損損失を認識した資産または資 

産グループの概要 

(1)減損損失を認識した資産または資 

産グループの概要 

      

 

  

用 途 種 類 場 所

事業用 
資産 

建物及び構築
物、 
工具、器具及
び備品、 
無形固定資産
等 

東京都
港区、 
東京都 
品川区等 

遊休資産 
建物及び構築
物、 
土地等 

神奈川県
相模原市、 
千葉県 
我孫子市、 
北海道 
札幌市等 

遊休資産 

土地、機械及
び装置、 
工具、器具及
び備品 

宮城県
白石市等 

遊休資産 
建物及び構築
物、 
機械及び装置

山梨県
大月市 

  

用 途 種 類 場 所

事業用
資産 

無形固定資産
等 

米国

事業用
資産 

建物及び構築
物、機械及び
装置、工具、
器具及び備
品、無形固定
資産等 

神奈川県足
柄上郡等 

事業用
資産 

建物及び構築
物、工具、器
具及び備品、
無形固定資産
等 

東京都港
区、東京都
品川区等 

遊休資産 土地等 
大分県大分
市等 

その他 のれん   -

  (2)減損損失の認識に至った経緯 

事業用固定資産における収益性の低下

および遊休資産における市場価値の下

落により投資額の回収が見込めなくな

ったため、減損損失を特別損失として

計上しています。 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

事業用固定資産およびのれんにおける

収益性の低下ならびに遊休資産におけ

る市場価値の下落により投資額の回収

が見込めなくなったため、減損損失を

特別損失として計上しています。 

      

  (3)減損損失の金額 (3)減損損失の金額 

 建物及び構築物 914 

機械及び装置 137 

工具、器具及び備品 685 

土地 531 

建設仮勘定 65 

のれん 565 

ソフトウエア 431 

無形固定資産－その他 524 

投資その他の資産－その他 703 

合計 4,555 

建物及び構築物 536 

機械及び装置 592 

工具、器具及び備品 844 

土地 148 

建設仮勘定 704 

のれん 24,621 

ソフトウエア 2,899 

無形固定資産－その他 143 

合計 30,487 

      

  (4)資産のグルーピングの方法 

原則として、当社の事業本部単位およ

び継続的に収支の把握を行っている管

理会計上の区分を基礎として資産のグ

ルーピングを行い、遊休資産について

は当該資産単独でグルーピングをして

います。 

(4)資産のグルーピングの方法 

同左 
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   （金額単位 百万円）

摘要 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

  (5)回収可能額の算定方法 

事業用資産の回収可能価額は、正味売

却価額と使用価値のいずれか高い方の

金額を使用しています。遊休資産につ

いては、正味売却価額を使用していま

す。 

正味売却価額は、固定資産税評価額等

を基準にして合理的に算定していま

す。使用価値については将来キャッシ

ュ・フローがマイナスのため、備忘価

額により評価しています。  

(5)回収可能額の算定方法 

事業用資産の回収可能価額は、正味売

却価額と使用価値のいずれか高い方の

金額を使用しています。遊休資産につ

いては、正味売却価額を使用していま

す。 

正味売却価額は、路線価等を基準にし

て合理的に算定しています。使用価値

については将来キャッシュ・フローが

マイナスのため、備忘価額により評価

しています。 

なお、在米子会社については、所在地

国の会計基準に基づく減損損失を特別

損失として計上しています。 

  

 ※９.製品不具合対策費用 主として出荷済み製品の不具合に伴う

回収・取替に係る費用です。 

  

同左 

 ※10.関係会社株式売却損 主として㈱オーセンティックの株式売

却によるものです。 

  

主としてメディアエクスチェンジ㈱の

株式売却によるものです。 

  

 ※11.固定資産除却損 玉川事業場および府中事業場の一部建

替に伴う除却損です。  

  

主に相模原事業場の一部建替に伴う除

却損です。 

  

 ※12.持分変動損失 主として日本電気硝子㈱の第三者割当

増資によるものです。 

  

  ───────── 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりです。 

転換社債の株式への転換による増加・・・178千株 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

変動はありません。 

  

２ 配当に関する事項 

配当金支払額 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,029,555 178 － 2,029,733 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日

平成19年５月21日 
臨時取締役会 

普通株式 8,104 ４ 平成19年３月31日 平成19年６月７日

平成19年11月14日 
臨時取締役会 

普通株式 8,104 ４ 平成19年９月30日 平成19年12月３日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成20年５月15日 
臨時取締役会 

普通株式 利益剰余金 8,104 ４ 平成20年３月31日 平成20年６月２日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,029,733 － － 2,029,733 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日

平成20年５月15日 
臨時取締役会 

普通株式 8,104 ４ 平成20年３月31日 平成20年６月２日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   （金額単位 百万円）

摘要 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の

金額との関係 

現金および預金 247,447

有価証券 127,908

満期日が３ヵ月を超える

預金および有価証券 △517

現金および現金同等物 374,838

現金及び預金 226,601

有価証券 91,434

満期日が３ヵ月を超える

預金および有価証券 △764

現金及び現金同等物 317,271
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（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

（注）１ 提供する製品およびサービスの種類、性質、販売市場の類似性を考慮して事業区分を行っています。 

２ 各事業の主な内容 

  
IT/NWソリ
ューション
事業 

モバイル/
パーソナル
ソリューシ
ョン事業 

エレクトロ
ンデバイス
事業 

その他 計
消去または
全社 

連結

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 
対する売上高 2,766,425 707,910 792,399 350,419 4,617,153 ― 4,617,153 

(2）セグメント間の内部 
売上高または振替高 99,745 164,951 38,451 137,508 440,655 △440,655 ―

計 2,866,170 872,861 830,850 487,927 5,057,808 △440,655 4,617,153 

営業費用 2,705,546 849,684 823,496 476,171 4,854,897 △394,509 4,460,388 

営業利益または 
営業損失（△） 160,624 23,177 7,354 11,756 202,911 △46,146 156,765 

  
IT/NWソリ
ューション
事業 

モバイル/
パーソナル
ソリューシ
ョン事業 

エレクトロ
ンデバイス
事業 

その他 計
消去または
全社 

連結

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に 
対する売上高 2,639,345 690,942 625,202 260,114 4,215,603 ― 4,215,603 

(2）セグメント間の内部 
売上高または振替高 84,604 119,396 27,557 136,328 367,885 △367,885 ―

計 2,723,949 810,338 652,759 396,442 4,583,488 △367,885 4,215,603 

営業費用 2,599,086 818,260 732,076 399,910 4,549,332 △327,528 4,221,804 

営業利益または 
営業損失（△） 124,863 △7,922 △79,317 △3,468 34,156 △40,357 △6,201

IT/NWソリューション事業・・・・・・・・・・システム構築、コンサルティング、アウトソーシング、サ

ポート(保守)、サーバ、ストレージ製品、専用ワークステ

ーション、企業向けパーソナルコンピュータ、ITソフトウ

ェア、企業向けネットワークシステム、通信事業者向けネ

ットワークシステム、放送映像システム、制御システム、

航空宇宙・防衛システム 

モバイル/パーソナルソリューション事業・・・携帯電話機、パーソナルコンピュータ、パーソナルコミュ

ニケーション機器、BIGLOBE 

エレクトロンデバイス事業 ・・・・・・・・・システムLSIなどの半導体、電子部品、液晶ディスプレイモ

ジュール 

その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・照明器具事業、ロジスティクス事業、プロジェクター事

業、ディスプレイ事業 
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３ 営業費用のうち「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度において

39,851百万円、前連結会計年度において46,576百万円であり、その主なものは、親会社の本社部門一般管理

費および基礎的試験研究費です。 

４ (前連結会計年度) 

当社および一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法により取得価格の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価格の５％相当額と備忘価格との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しています。当該変更により、当連結会計年度では、営業利益が2,530百万

円(IT/NWソリューション事業991百万円、モバイル/パーソナルソリューション事業138百万円、エレクトロン

デバイス事業611百万円、その他790百万円)減少しております。 

５ 会計処理の方法の変更 

(前連結会計年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当連結会計年度) 

棚卸資産の評価に関する会計基準 

「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しています。この

変更に伴う各セグメントへの影響はありません。 

 

アウトソーシングなどの定期的な収入を得る事業に供している有形固定資産の償却方法について 

「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、当

社および国内連結子会社は、主にアウトソーシングなどの定期的な収入を得る事業に供している有形固定資

産の減価償却の方法を、定率法から定額法に変更しています。この変更に伴う各セグメントへの影響は

軽微です。 

 

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号

平成18年５月17日）を適用しています。この変更に伴う各セグメントへの影響は軽微です。 
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ｂ．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

（注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア・・中国、台湾、インド、シンガポール、インドネシア 

(2）欧州・・・イギリス、フランス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン 

(3）その他・・アメリカ 

３ 営業費用のうち「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度において

39,851百万円、前連結会計年度において46,576百万円であり、その主なものは、親会社の本社部門一般管理

費および基礎的試験研究費です。 

４ (前連結会計年度) 

当社および一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法により取得価格の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価格の５％相当額と備忘価格との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しています。当該変更により、当連結会計年度では、営業利益が2,530百万

円(日本)減少しております。 

５ 会計処理の方法の変更 

(前連結会計年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当連結会計年度) 

棚卸資産の評価に関する会計基準 

「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しています。この

変更に伴う各セグメントへの影響はありません。  

  日本 アジア 欧州 その他 計
消去または 
全社 

連結

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に 
対する売上高 3,741,586 265,833 291,435 318,299 4,617,153 ― 4,617,153 

(2)セグメント間の内部 
売上高または振替高 425,513 183,263 13,380 25,556 647,712 △647,712 ―

計 4,167,099 449,096 304,815 343,855 5,264,865 △647,712 4,617,153 

営業費用 3,974,170 434,662 304,407 347,545 5,060,784 △600,396 4,460,388 

営業利益または 
営業損失(△) 192,929 14,434 408 △3,690 204,081 △47,316 156,765 

  日本 アジア 欧州 その他 計
消去または 
全社 

連結

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に 
対する売上高 3,510,197 229,357 228,566 247,483 4,215,603 ― 4,215,603 

(2)セグメント間の内部 
売上高または振替高 333,529 140,562 9,475 20,770 504,336 △504,336 ―

計 3,843,726 369,919 238,041 268,253 4,719,939 △504,336 4,215,603 

営業費用 3,799,150 362,808 243,837 286,411 4,692,206 △470,402 4,221,804 

営業利益または 
営業損失(△) 44,576 7,111 △5,796 △18,158 27,733 △33,934 △6,201
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アウトソーシングなどの定期的な収入を得る事業に供している有形固定資産の償却方法について 

「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、

当社および国内連結子会社は、主にアウトソーシングなどの定期的な収入を得る事業に供している有形固定

資産の減価償却の方法を、定率法から定額法に変更しています。この変更に伴う各セグメントへの影響は

軽微です。 

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

「（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号

平成18年５月17日）を適用しています。この変更に伴う各セグメントへの影響は軽微です。 

  

  

ｃ．海外売上高 

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア・・中国、台湾、インド、シンガポール、インドネシア 

(2）欧州・・・イギリス、フランス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン 

(3）その他・・アメリカ 

３ 海外売上高は、当社および当社の連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

  アジア 欧州 その他 合計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 458,719 325,582 371,448 1,155,749 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 4,617,153 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％)  9.9 7.1 8.0 25.0 

  アジア 欧州 その他 合計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 374,288 260,155 300,026 934,469 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 4,215,603 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 8.9 6.2 7.1 22.2 
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（リース取引関係） 

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借手側） 

  (1）リース資産の内容 

   主に電気機器製造設備（機械及び装置）、アウトソーシング設備（機械及び装置、工具、器具及び備品）です。 

  

  (2）減価償却の方法 

   リース期間を耐用年数とし、定率法で計算しております。 

   なお、アウトソーシング設備についてはリース期間を耐用年数とし、定額法で計算しております。 

  

 ２．オペレーティングリース取引（借手側） 

 未経過リース料 (金額単位 百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１年内 44,884 

１年超 129,965 

合計 174,849 

１年内 41,839 

１年超 95,866 

合計 137,705 
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（税効果会計関係） 

(金額単位 百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
（繰延税金資産） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
（繰延税金資産） 

繰越欠損金 182,682 

退職給付引当金損金算入限
度超過額 110,188 

関係会社投資 75,917 

未払費用および製品保証引
当金 72,946 

減価償却超過額 46,817 

たな卸資産評価 36,048 

投資有価証券評価損 18,455 

研究開発費 18,001 

連結会社間取引による内部
未実現利益 12,504 

電子計算機買戻損失準備金 4,237 

その他 57,669 

繰延税金資産小計 635,464 

評価引当金 △233,240 

繰延税金資産合計 402,224 

繰越欠損金 244,882 

退職給付引当金損金算入限
度超過額 118,099 

関係会社投資 76,564 

未払費用および製品保証引
当金 61,724 

減価償却超過額 54,474 

たな卸資産評価 49,485 

偶発損失引当金 18,819 

研究開発費 16,962 

投資有価証券評価損 12,128 

連結会社間取引による内部
未実現利益 12,083 

事業構造改善引当金 10,295 

電子計算機買戻損失準備金 3,650 

その他 86,853 

繰延税金資産小計 766,018 

評価引当金 △432,706 

繰延税金資産合計 333,312 

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

退職給付信託設定益 △47,592 

退職給付信託解約に伴う有

価証券取得 
△40,875 

未分配利益の税効果 △32,854 

その他有価証券評価差額金 △11,335 

租税特別措置法上の準備金 △1,410 

その他 △30,512 

繰延税金負債合計 △164,578 

繰延税金資産の純額 237,646 

退職給付信託設定益 △42,988 

退職給付信託解約に伴う有

価証券取得 
△10,444 

未分配利益の税効果 △5,681 

租税特別措置法上の準備金 △1,132 

その他有価証券評価差額金 △257 

その他 △31,298 

繰延税金負債合計 △91,800 

繰延税金資産の純額 241,512 

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の
項目に含まれています。 

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の
項目に含まれています。 

流動資産－繰延税金資産 120,956 

固定資産－繰延税金資産 131,465 

流動負債－その他 △744 

固定負債－繰延税金負債 △14,031 

流動資産－繰延税金資産 99,657 

固定資産－繰延税金資産 150,676 

流動負債－その他 △109 

固定負債－繰延税金負債 △8,712 

    
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5 ％

（調整）    

評価引当金の増減額 36.9  

未分配利益の税効果 8.7  

損金不算入の費用 4.5  

のれんの償却額 3.2  

連結会社間取引による内部 
未実現利益 2.3 

 

持分法による投資利益 △1.3  

海外税率差 △4.0  

その他 △3.0  

税効果会計適用後の法人税 
等の負担率 

87.8 
 

法定実効税率 △40.5 ％

（調整）    

評価引当金の増減額 55.8  

のれんの償却額 5.0  

海外税率差 1.6  

損金不算入の費用 1.2  

持分法による投資損益 △0.5  

連結会社間取引による内部 
未実現利益 

△0.7 
 

未分配利益の税効果 △9.3  

その他 △0.5  

税効果会計適用後の法人税 
等の負担率 

12.1 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度末 

１.その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日) 

２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成19年４月１日 至平成20年３月31日) 

３.時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日) 

４.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年３月31日) 

  種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 51,908 96,905 44,997 

(2）債券       

① 国債・地方債 － － －

② 社債 － － －

(3）その他 24 66 42 

小計 51,932 96,971 45,039 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 15,528 12,229 △3,299

(2）債券       

① 国債・地方債 － － －

② 社債 1,500 1,395 △105

(3）その他 3,406 3,151 △255

小計 20,434 16,775 △3,659

合計 72,366 113,746 41,380 

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

16,732 3,320 4 

  
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

その他有価証券   

１．株式 63,081 

２．債券 1,018 

３．投資事業有限責任組合契約に基づく権利、および外国の法令
に基づく契約であって、投資事業有限責任組合契約に類する
ものに基づく権利 

7,395 

４．譲渡性預金 83,400 

５．コマーシャル・ペーパー 31,617 

６．ＭＭＦ 12,592 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

① 債券         

国債・地方債 － － － －

社債 － 1,518 － 895 

コマーシャル・ペーパー 31,617 － － －

② その他 299 － － －

合計 31,916 1,518 － 895 
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当連結会計年度末 

１.その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日) 

２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成20年４月１日 至平成21年３月31日) 

３.時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日) 

４.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成21年３月31日) 

  種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 15,704 28,673 12,969 

(2）債券       

① 国債・地方債 － － －

② 社債 － － －

(3）その他 24 42 18 

小計 15,728 28,715 12,987 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 46,741 33,031 △13,710

(2）債券       

① 国債・地方債 － － －

② 社債 1,502 1,348 △154

(3）その他 3,148 2,232 △916

小計 51,391 36,611 △14,780

合計 67,119 65,326 △1,793

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額
(百万円) 

6,933 3,957 79 

  
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

その他有価証券   

１．株式 71,048 

２．債券 931 

３．投資事業有限責任組合契約に基づく権利、および外国の法令
に基づく契約であって、投資事業有限責任組合契約に類する
ものに基づく権利 

6,167 

４．譲渡性預金 76,721 

５．コマーシャル・ペーパー 12,578 

６．ＭＭＦ 1,645 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

① 債券         

国債・地方債 － － － －

社債 490 933 － 856 

コマーシャル・ペーパー 12,578 － － －

② その他 － － － －

合計 13,068 933 － 856 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年

金制度および退職一時金制度を設けています。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払

う場合があります。 

 海外連結子会社の大部分は、実質的に各社の全ての従業員を対象とする種々の退職金制度を採

用しています。それらは主に確定給付型および確定拠出型の制度です。 

 当社および一部の国内連結子会社が加入していた日本電気厚生年金基金は、代行部分につい

て、平成14年９月に将来分支給義務免除の認可を、平成15年12月に過去分返上の認可を厚生労働

大臣から受けました。これに伴い、厚生年金基金制度から確定給付企業年金制度へ移行しまし

た。 

 平成15年度以降、当社および一部の国内連結子会社は、退職給付制度にポイント制を導入しま

した。この制度のもとでは、従業員の職階と成績に応じて付与されるポイントの累計数に基づい

て、給付額が計算されます。 

 また、当社および一部の国内連結子会社は、厚生年金基金制度または適格退職年金制度から確

定給付企業年金制度に移行し、キャッシュバランスプランを導入しました。この制度のもとで

は、年金加入者の個人別勘定に、職階に応じて付与されるポイントおよび市場金利を基とした再

評価率等により計算された利息ポイントに基づいて計算された金額が積み立てられます。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しています。 

  
前連結会計年度
(平成20年３月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度
(平成21年３月31日) 

(百万円) 

イ．退職給付債務 △1,094,915 △1,080,526

ロ．年金資産 730,595 586,154 

ハ．未積立退職給付債務(イ＋ロ) △364,320 △494,372

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 101,794 85,194 

ホ．未認識数理計算上の差異 229,811 367,669 

ヘ．未認識過去勤務債務(債務の減額) △104,977 △104,466

ト．連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋へ) △137,692 △145,975

チ．前払年金費用 86,451 78,403 

リ．退職給付引当金(ト－チ) △224,143 △224,378
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３．退職給付費用に関する事項 

（注） １．簡便法を適用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しています。 

２．「ト．その他」は確定拠出年金への掛金拠出です。 

３．当連結会計年度において、上記の退職給付費用以外に特別退職金22,198百万円を特別損失「事業構造改善費

用」として計上しています。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

(百万円) 

イ．勤務費用 40,413 38,155 

ロ．利息費用 26,765 26,821 

ハ．期待運用収益 △16,643 △15,110

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 14,635 14,791 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 7,122 19,379 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △9,880 △9,551

ト．その他（注２） 7,424 10,406 

チ．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ＋ト) 69,836 84,891 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 主としてポイント基準 同左 

ロ．割引率 主として2.5％ 同左 

ハ．期待運用収益率 主として2.5％ 同左 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として13年(発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による

定額法によるものです。) 

同左 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として13年(各連結会計

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による

定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理す

ることとしています。) 

同左 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 主として15年 同左 
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（１株当たり情報） 

（注）１ 当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、 

     １株当たり当期純損失であるため記載していません。 

（注）２ １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり純資産額 495円96銭

１株当たり当期純利益 11円６銭

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益 

10円64銭

１株当たり純資産額   317円11銭

１株当たり当期純損失   △146円64銭

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益 

 ―

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損
失（△）（百万円）     

当期純利益又は当期純損失(△) 22,681 △296,646

普通株主に帰属しない金額 287 143 

(うち配当付償還株式) (287) (143)

普通株式に係る当期純利益又は当
期純損失(△) 22,394 △296,789

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,024,893 2,023,970 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額     

当期純利益調整額 581 －

普通株式増加数（千株） 133,795 －

(うち転換社債（千株）) (133,795) －
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           (注) １ 前連結会計年度末までに権利行使期間が終了していますので、消滅しています。 

  (注) ２ 前連結会計年度末までに権利行使期間が終了していますので、消滅しています。 

  

  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりです。 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

①転換社債 

－ 

①転換社債 

無担保第10回転換社債（額面金

額100,000百万円） 

2010年満期ユーロ円建転換社債

（額面金額100,000百万円） 

  

②連結子会社発行の新株予約権付

社債 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の2011年満期ユーロ円建転換制

限条項付転換社債型新株予約権

付社債（額面金額110,000百万

円） 

ＮＥＣトーキン㈱発行の2010年

満期ユーロ円建転換社債型新株

予約権付社債（額面金額15,000

百万円） 

②連結子会社発行の新株予約権付

社債 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の2011年満期ユーロ円建転換制

限条項付転換社債型新株予約権

付社債（額面金額110,000百万

円） 

  

③新株予約権 

新株予約権５種類（新株予約権

の数1,073個） 

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

くストック・オプションのため

の自己株式（普通株式62,000

株）（注）１ 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の新株予約権（新株予約権の数

720個） 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の新株予約権（新株予約権の数

2,320個）（注）２ 

  

③新株予約権 

新株予約権４種類（新株予約権

の数789個） 

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の新株予約権（新株予約権の数

720個） 

  

  

前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産     
純資産の部の合計額 
（百万円） 1,185,521 785,565 

純資産の部の合計額から控除す
る金額（百万円） 181,300 143,911 

（うち新株予約権） (115) (123)

（うち少数株主持分） (181,185) （143,788)

普通株式に係る期末の純資産額 
（百万円） 1,004,221 641,654 

１株当たり純資産の算定に用い
られた期末普通株式の数 
（千株） 

2,024,786 2,023,446 
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（重要な後発事象） 

 当社、ＮＥＣエレクトロニクス㈱（以下、「ＮＥＣエレクトロニクス」といいます）、

㈱ルネサス テクノロジ（以下、「ルネサス」といいます）、㈱日立製作所および三菱電機㈱の５社

は平成21年４月27日、ＮＥＣエレクトロニクスとルネサスの事業を統合する方向で、今後、統合

条件に関する協議を開始することに合意いたしました。ＮＥＣエレクトロニクスとルネサスは、

平成22年４月１日を目処に事業を統合し、統合後の新会社の上場を維持することを検討の前提とし

ております。なお、両社の統合比率については、公平性と妥当性を期すため、今後実施予定の

デューデリジェンス等の内容を踏まえて、協議の上、統合に関する契約締結までに決定する予定

です。新会社の商号、本社所在地、代表者、その他役員構成、資本金、総資産、統合後の業績

見通し等につきましては、未定です。 

  

  

  

（開示の省略） 

 関連当事者との取引、デリバティブ取引、およびストックオプション等に関する注記事項につい

ては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しています。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 63,100 65,782

受取手形 1,342 3,619

売掛金 485,036 436,799

リース投資資産 － 5,789

有価証券 － 30,000

製品 63,023 －

半製品 1,730 －

商品及び製品 － 54,320

原材料 16,913 －

仕掛品 75,637 67,466

貯蔵品 933 －

原材料及び貯蔵品 － 19,177

前渡金 12,152 19,649

前払費用 9,354 10,148

繰延税金資産 53,128 37,502

関係会社短期貸付金 46,103 36,860

未収入金 97,537 88,315

その他 7,010 908

貸倒引当金 △309 △219

流動資産合計 932,688 876,113

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 74,412 71,581

構築物（純額） 4,370 4,126

機械及び装置（純額） 18,440 16,101

車両運搬具（純額） 56 109

工具、器具及び備品（純額） 36,986 35,716

土地 48,895 47,497

建設仮勘定 7,335 10,647

有形固定資産合計 190,495 185,775

無形固定資産   

特許権 75 66

借地権 117 117

ソフトウエア 58,342 68,760

施設利用権 275 259

その他 1 1

無形固定資産合計 58,810 69,203
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 167,835 130,002

関係会社株式 800,648 486,315

関係会社社債 7,348 －

出資金 373 378

長期貸付金 5,191 5,221

従業員に対する長期貸付金 71 73

関係会社長期貸付金 20,857 47,363

破産更生債権等 5,684 5,624

長期前払費用 12,976 15,153

繰延税金資産 55,652 58,500

敷金及び保証金 15,488 15,647

前払年金費用 133,147 123,486

その他 992 11,467

貸倒引当金 △8,852 △20,621

投資その他の資産合計 1,217,411 878,609

固定資産合計 1,466,716 1,133,588

資産合計 2,399,404 2,009,701

負債の部   

流動負債   

支払手形 146 211

買掛金 562,353 462,217

短期借入金 51,000 29,600

コマーシャル・ペーパー 80,955 115,930

1年内返済予定の長期借入金 8,808 1,834

1年内償還予定の社債 89,000 118,500

リース債務 － 120

未払金 13,165 33,261

未払費用 106,119 67,688

未払法人税等 1,596 1,968

前受金 40,604 36,389

預り金 125,019 146,198

役員賞与引当金 175 －

製品保証引当金 22,332 21,602

関係会社事業損失引当金 － 1,280

偶発損失引当金 － 27,466

その他 11,443 16,600

流動負債合計 1,112,714 1,080,866
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

社債 38,300 69,800

転換社債 197,669 97,669

長期借入金 90,224 282,095

リース債務 － 339

電子計算機買戻損失引当金 12,496 10,234

債務保証損失引当金 7,664 41,038

関係会社事業損失引当金 － 334

偶発損失引当金 － 970

その他 2,011 5,135

固定負債合計 348,364 507,614

負債合計 1,461,078 1,588,480

純資産の部   

株主資本   

資本金 337,940 337,940

資本剰余金   

資本準備金 422,496 422,496

資本剰余金合計 422,496 422,496

利益剰余金   

利益準備金 35,615 35,615

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 116,884 △366,902

利益剰余金合計 152,499 △331,287

自己株式 △3,085 △2,830

株主資本合計 909,850 426,318

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28,552 △5,150

繰延ヘッジ損益 △132 △4

評価・換算差額等合計 28,420 △5,154

新株予約権 56 56

純資産合計 938,326 421,220

負債純資産合計 2,399,404 2,009,701
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 2,352,622 2,241,447

売上原価 1,707,510 1,622,667

売上総利益 645,112 618,780

販売費及び一般管理費 596,743 619,985

営業利益又は営業損失（△） 48,369 △1,205

営業外収益   

受取利息 1,649 1,342

受取配当金 31,689 30,775

その他 7,420 4,116

営業外収益合計 40,759 36,234

営業外費用   

支払利息 10,746 9,941

偶発損失引当金繰入額 － 19,823

退職給付費用 8,241 8,241

為替差損 5,695 7,366

その他 11,224 11,248

営業外費用合計 35,906 56,620

経常利益又は経常損失（△） 53,222 △21,591

特別利益   

関係会社株式売却益 347 10,835

債務保証損失引当金戻入額 － 4,485

投資有価証券売却益 2,946 3,307

貸倒引当金戻入額 1,499 1,005

固定資産売却益 1,011 23

関係会社貸倒引当金戻入益 1,641 －

特別利益合計 7,443 19,655

特別損失   

関係会社株式評価損 － 400,682

債務保証損失引当金繰入額 － 38,991

関係会社貸倒引当金繰入額 － 13,600

投資有価証券評価損 3,116 5,060

減損損失 3,156 2,436

関係会社事業損失 － 1,614

投資有価証券償還損 － 188

固定資産除却損 2,396 117

関係会社株式売却損 － 41

投資有価証券売却損 － 30

製品不具合対策費用 － 22

関係会社株式等評価損失 49,948 －

特別損失合計 58,616 462,781

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 2,049 △464,717

法人税、住民税及び事業税 △25,018 △13,356

法人税等調整額 36,200 23,400

法人税等合計 11,182 10,044

当期純損失（△） △9,133 △474,761
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 337,822 337,940

当期変動額   

転換社債型新株予約権付社債の転換 117 －

当期変動額合計 117 －

当期末残高 337,940 337,940

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 422,378 422,496

当期変動額   

転換社債型新株予約権付社債の転換 117 －

当期変動額合計 117 －

当期末残高 422,496 422,496

資本剰余金合計   

前期末残高 422,378 422,496

当期変動額   

転換社債型新株予約権付社債の転換 117 －

当期変動額合計 117 －

当期末残高 422,496 422,496

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 35,615 35,615

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 35,615 35,615

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 142,397 116,884

当期変動額   

剰余金の配当 △16,208 △8,104

当期純損失（△） △9,133 △474,761

自己株式の処分 △172 △921

当期変動額合計 △25,513 △483,786

当期末残高 116,884 △366,902

利益剰余金合計   

前期末残高 178,012 152,499

当期変動額   

剰余金の配当 △16,208 △8,104

当期純損失（△） △9,133 △474,761

自己株式の処分 △172 △921

当期変動額合計 △25,513 △483,786

当期末残高 152,499 △331,287

日本電気㈱ (6701) 平成21年3月期決算短信

63



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △3,024 △3,085

当期変動額   

自己株式の取得 △267 △896

自己株式の処分 206 1,151

当期変動額合計 △61 255

当期末残高 △3,085 △2,830

株主資本合計   

前期末残高 935,189 909,850

当期変動額   

転換社債型新株予約権付社債の転換 235 －

剰余金の配当 △16,208 △8,104

当期純損失（△） △9,133 △474,761

自己株式の取得 △267 △896

自己株式の処分 34 229

当期変動額合計 △25,339 △483,531

当期末残高 909,850 426,318

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 54,270 28,552

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25,717 △33,703

当期変動額合計 △25,717 △33,703

当期末残高 28,552 △5,150

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △278 △132

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 145 129

当期変動額合計 145 129

当期末残高 △132 △4

評価・換算差額等合計   

前期末残高 53,992 28,420

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25,572 △33,574

当期変動額合計 △25,572 △33,574

当期末残高 28,420 △5,154

新株予約権   

前期末残高 56 56

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 56 56
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 989,237 938,326

当期変動額   

転換社債型新株予約権付社債の転換 235 －

剰余金の配当 △16,208 △8,104

当期純損失（△） △9,133 △474,761

自己株式の取得 △267 △896

自己株式の処分 34 229

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25,572 △33,574

当期変動額合計 △50,911 △517,106

当期末残高 938,326 421,220
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(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   

   該当事項はありません。 

  

  

  

(5)重要な会計方針の変更 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

───────  

  

  

（たな卸資産の評価基準および評価方法） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、たな卸資産の評価基準を低価法から原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）に変更しています。この変更に伴う損

益への影響はありません。 

  

───────  

  

  

（固定資産の減価償却の方法） 

当事業年度より、主にアウトソーシングなどの定期的な

収入を得る事業に供している有形固定資産の減価償却の

方法を、定率法から定額法に変更しています。この変更

は、当該事業の重要性が高まったことから、関連する収

入と減価償却費の対応をより明確にするために行ったも

のです。この変更に伴う損益への影響は軽微です。 

  

───────  

  

  

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

ましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））およ

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

この変更に伴う損益への影響は軽微です。 
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(6)表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

(1)前事業年度において区分掲記した営業外費用の「固

定資産廃棄損」および「和解金および損害賠償金」

は、当事業年度において、それぞれ営業外費用合計

の100分の10以下であるため、営業外費用の「その

他」に含めて表示しています。 

なお、当事業年度の営業外費用の「その他」には、

「固定資産廃棄損」が2,925百万円、「和解金および

損害賠償金」が1,171百万円、それぞれ含まれてお

り、前事業年度の営業外費用の「その他」には、

「固定資産廃棄損」が6,289百万円、「和解金および

損害賠償金」が5,074百万円、それぞれ含まれていま

す。 

  

(1)「偶発損失引当金」は、前事業年度まで流動負債の

「未払費用」に含めて表示していましたが、当事業

年度において重要性が増したため、区分掲記してい

ます。なお、前事業年度の流動負債の「未払費用」

に含まれている「偶発損失引当金」は、9,179百万円

です。 

 (2)「為替差損」については、前事業年度は営業外費用の

「その他」で表示しておりましたが、当事業年度にお

いて、営業外費用合計の100分の10を超えたため区分

掲記しました。 

 (2)「偶発損失引当金繰入額」は、前事業年度まで営業外

費用の「その他」に含めて表示していましたが、当事

業年度において営業外費用合計の100分の10を超えた

ため、区分掲記しています。なお、前事業年度の営業

外費用の「その他」に含まれている「偶発損失引当金

繰入額」は937百万円です。 

  
    (3)「関係会社株式評価損」、「関係会社株式売却損」、

「関係会社貸倒引当金繰入額」および「債務保証損失

引当金繰入額」は、前事業年度までは「関係会社株式

等評価損失」として表示していましたが、EDINETへの

XBRL導入に伴い財務諸表の比較可能性を向上するた

め、当事業年度より「関係会社株式評価損」、「関係

会社株式売却損」、「関係会社貸倒引当金繰入額」お

よび「債務保証損失引当金繰入額」として表示してい

ます。前事業年度の「関係会社株式評価損」、「関係

会社貸倒引当金繰入額」および「債務保証損失引当金

繰入額」はそれぞれ、41,926百万円、358百万円、

7,664百万円です。 

    

日本電気㈱ (6701) 平成21年3月期決算短信

67



 (7)個別財務諸表に関する注記事項 

  （リース取引関係） 

  

１. オペレーティングリース取引（借手側） 

  

２. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借手側） 

  

 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて会計処理を行っています。  

  

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 (金額単位 百万円)

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込 

   み法により算定しています。 

  

 ②未経過リース料期末残高相当額 

(金額単位 百万円)

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた 

   め、支払利子込み法により算定しています。 

  

 ③支払リース料等 

 (金額単位 百万円)

  

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

  

 ⑤減損損失 

  リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しています。 

 未経過リース料 (金額単位 百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１年内 13,829 

１年超 67,946 

合計 81,775 

１年内 14,267 

１年超 55,616 

合計 69,883 

  

  

  

前事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

 取得価額相当額 10,916 9,723 

 減価償却累計額相当額  7,114 6,183 

 期末残高相当額 3,802 3,540 

  

  

  

前事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

１年内 1,684 1,787 

１年超 2,118 1,753 

合 計 3,802 3,540 

  

  

  

前事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

支払リース料 

（減価償却費相当額） 
2,630 2,032 
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（有価証券関係） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

    (注)ＮＥＣトーキン㈱については、完全子会社化する方針を決議しているため、当事業年度は時価のあるものに  

     は含めておりません。 

  

 (金額単位 百万円) 

区分 

前事業年度
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

貸借対照表 
計上額 

時価 差額
貸借対照表
計上額 

時価 差額

子会社株式 280,711 233,682 △47,029 52,935 97,344 44,408 

関連会社株式 127,831 131,723 3,892 55,781 64,239 8,457 

合計 408,542 365,405 △43,136 108,716 161,582 52,866 
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（税効果会計関係） 

(金額単位 百万円) 

摘要 
前事業年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延

税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

(流動資産)   

繰延税金資産   

たな卸資産評価 21,254 

未払賞与否認額 12,940 

製品保証引当金 9,044 

未払費用 7,683 

その他 2,759 

     

繰延税金資産小計 53,680 

評価引当金 △551 

繰延税金資産合計 53,128 

繰延税金負債 ― 

繰延税金資産の純額 53,128 

    

(流動資産)   

繰延税金資産   

たな卸資産評価 26,002 

偶発損失引当金  11,124 

未払賞与否認額 10,846 

製品保証引当金 8,749 

未払費用 4,001 

その他 2,237 

繰延税金資産小計 62,959 

評価引当金 △25,457 

繰延税金資産合計 37,502 

繰延税金負債 ― 

繰延税金資産の純額 37,502 

    

  (固定資産)   

繰延税金資産   

関係会社株式評価損 106,475 

繰越欠損金 76,109 

退職給付引当金損金 
算入限度超過額 38,875 

減価償却超過額 20,056 

投資有価証券評価損 12,888 
電子計算機買戻損失準
 備金 4,237 

その他 14,770 

  
  

繰延税金資産小計 273,409 

評価引当金 △80,758 

繰延税金資産合計 192,652 

    

繰延税金負債   

退職給付信託設定益 △70,038 

退職給付信託解約に 
伴う有価証券取得 

△56,184 

その他有価証券 
評価差額金 

△10,710 

その他 △68 

繰延税金負債合計 △137,000 

繰延税金資産の純額 55,652 

(固定資産)   

繰延税金資産   

関係会社株式評価損 204,251 

繰越欠損金 90,949 

退職給付引当金損金 
算入限度超過額 43,667 

減価償却超過額 19,453 

債務保証損失引当金  16,620 

投資有価証券評価損 6,925 

電子計算機買戻損失準 
備金 3,650 

その他 19,785 

繰延税金資産小計 405,300 

評価引当金 △263,219 

繰延税金資産合計 142,081 

    

繰延税金負債   

退職給付信託設定益 △56,509 

退職給付信託解約に 
伴う有価証券取得 

△27,004 

その他 △68 

    

繰延税金負債合計 △83,581 

繰延税金資産の純額 58,500 
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摘要 
前事業年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因とな

った主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 34.7 

受取配当金益金不算入額 △505.1 

住民税均等割 9.8 

評価引当金計上 1,077.0 

連結納税制度適用に 
伴う影響額 

△98.3 

その他一時差異に該当 
しない申告調整項目等 

△12.7 

税効果会計適用後の法人税
等の負担率 

545.7％ 

法定実効税率 △40.5％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 0.1 

受取配当金益金不算入額 △2.5 

評価引当金計上 45.2 

その他一時差異に該当 
しない申告調整項目等 

△0.1 

    

  
    

税効果会計適用後の法人税 
等の負担率 

2.2％ 
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1.連結決算業績

億円 億円 ％

売 上 高 42,156 46,172 △8.7

億円 億円 ％

営 業 損 益 △ 62 1,568

億円 億円 ％

経 常 損 益 △ 932 1,122

億円 億円 ％

当 期 純 損 益 △ 2,966 227

１株当たり当期純損益： △146円64銭 11円６銭 △157円70銭

潜在株式調整後１株当たり - 10円64銭 　　－
当期純利益：

億円 億円 ％

総 資 産 30,754 35,268 △ 12.8

平成20年度 平成19年度

日 本 電 気 株 式 会 社

平 成 21 年 ５ 月 12 日

前期比
増（減）

－

－

－

平成２０年度（第１７１期） 決算概要

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日
自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日

総 資 産 30,754 35,268 △ 12.8

人 人

人 員 143,327 152,922

（注）　　連結対象会社数

　　　　　　連結子会社 　　３２８社 　　３３４社

　　　　　　持分法適用会社 　　　６３社 　　　６６社

2.個別決算業績

億円 億円 ％

売 上 高 22,414 23,526 △ 4.7

億円 億円 ％

営 業 損 益 △ 12 484

億円 億円 ％

経 常 損 益 △ 216 532

億円 億円 ％

当 期 純 損 失 △ 4,748 △ 91

１ 株 当 たり 当期 純損 失： △234円44銭 △４円51銭 △229円93銭

中間 － 円 中間 ４ 円 △４円
期末 － 円 期末 ４ 円 △４円

億円 億円 ％

総 資 産 20,097 23,994 △ 16.2

  問合せ先　　日本電気株式会社　コーポレートコミュニケーション部

　     　　　 〒108-8001　東京都港区芝五丁目７番１号　TEL (03)3798-6511(直通)

平成21年３月末 平成20年３月末

－

－

前期比
増（減）

１ 株 当 た り 配 当 金 ：

－

－

平成20年度 平成19年度

自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

平成２０年度（第１７１期） 決算概要

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日
自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日
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＜将来予想に関する注意＞ 

 本資料には日本電気株式会社および連結子会社（以下ＮＥＣと総称します。）の戦略、財務目標、技

術、製品、サービス、業績等に関する将来予想に関する記述が含まれています。将来予想は、ＮＥＣが

証券取引所や関東財務局長等の規制当局に提出する他の資料および株主向けの報告書その他の通知に記

載されている場合があります。ＮＥＣは、そのような開示を行う場合、将来予想に関するセーフハーバ

ー（safe-harbor）ルールに準拠しています。これらの記述は、現在入手可能な仮定やデータ、方法に

基づいていますが、そうした仮定やデータ、方法は必ずしも正しいとは限らず、ＮＥＣは予想された結

果を実現できない場合があります。また、これら将来予想に関する記述は、あくまでＮＥＣの分析や予

想を記述したものであって、将来の業績を保証するものではありません。このため、これらの記述を過

度に信頼することは控えるようお願いします。また、これらの記述はリスクや不確定な要因を含んでお

り、様々な要因により実際の結果とは大きく異なりうることをあらかじめご承知願います。実際の結果

に影響を与える要因には、(1)ＮＥＣの事業領域を取り巻く国際経済・経済全般の情勢、(2)市場におけ

るＮＥＣの製品、サービスに対する需要変動や競争激化による価格下落圧力、(3)激しい競争にさらさ

れた市場においてＮＥＣが引き続き顧客に受け入れられる製品、サービスを提供し続けていくことがで

きる能力、(4)ＮＥＣが中国等の海外市場において事業を拡大していく能力、(5)ＮＥＣの事業活動に関

する規制の変更や不透明さ、潜在的な法的責任、(6)市場環境の変化に応じてＮＥＣが経営構造を改革

し、事業経営を適応させていく能力、(7)為替レート（特に米ドルと円との為替レート）の変動、(8)Ｎ

ＥＣが保有する上場株式の減損をもたらす株価下落など、株式市場における好ましくない状況や動向、

(9)ＮＥＣに対する規制当局による措置や法的手続きによる影響等があります。将来予想に関する記述

は、あくまでも公表日現在における予想です。新たなリスクや不確定要因は随時生じるものであり、そ

の発生や影響を予測することは不可能であります。また、新たな情報、将来の事象その他にかかわら

ず、ＮＥＣがこれら将来予想に関する記述を見直すとは限りません。 

本資料に含まれる経営目標は、予測や将来の業績に関する経営陣の現在の推定を表すものではなく、Ｎ

ＥＣが事業戦略を遂行することにより経営陣が達成しようと努める目標を表すものです。 

本資料に含まれる記述は、証券の募集を構成するものではありません。いかなる国・地域においても、

法律上証券の登録が必要となる場合は、証券の登録を行う場合または登録の免除を受ける場合を除き、

証券の募集または売出しを行うことはできません。  
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